



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(４) 田中二郎『新版 行政法上巻 全訂第２版』（弘文堂、1974年。初版1954年）
330頁以下など。
(５) 芝池義一『行政救済法講義 第３版』（有斐閣、2006年）72頁。
(６) 民集32巻２号485頁。
(７) 福岡右武「違法性の承継」大藤敏編『現代裁判法大系28（住民訴訟）』（新日本
法規出版、1999年）146頁。
(８) 民集62巻8号2029頁。
(９) 山本隆司「処分性（３）―処分性拡張のさまざまな可能性と違法性の承継」法
学教室2008年６月号52頁。
(10) 杉原則彦解説・法曹時報58巻３号1098号以下。
(11) 高野修「住民訴訟における違法性について」稲葉馨・亘理格編『藤田宙靖博士
東北大学退職記念 行政法の思考様式』（青林書院、2008年）440頁以下、とくに
442頁、465頁参照。
(12) 井坂正宏「住民訴訟」笹田栄司・亘理格・菅原郁夫編『司法制度の現在と未
来』（信山社、2000年）161頁以下、とくに165頁以下も、住民訴訟における「違法
性の承継」論の不当性を厳しく批判するのも、ほぼ同旨であろう。
(13) 水野忠恒「〔特殊問題〕住民訴訟」南博方編『条解行政事件訴訟法』（弘文堂、
1987年）208頁、210頁。
(14) 山本隆司「〔特殊問題〕住民訴訟」南博方・高橋滋編『条解行政事件訴訟法
〔第３版補正版〕』（弘文堂、2009年）155頁以下。
(15) 同158頁。
(16) 木佐茂男「住民訴訟の対象」民商法雑誌82巻６号795頁。
(17) 高野前掲論文443頁以下。この高野論文においては、木佐説だけではなく、住
早法85巻３号（2010）662
民訴訟における違法性に関する諸説を、「住民訴訟の対象」説、「財務会計行為」
説、「財務会計法規違反の行為」説および「公金・財産の管理」説として整理し、
批判的検討を行っている。
(18) 芝池義一「行政訴訟における違法性（上）（下）」法曹時報51巻６号１頁以下お
よび同51巻７号１頁以下。
(19) 民集31巻４号533頁。
(20) 民集37巻６号849頁。
(21) 判例時報1171号62頁。
(22) 民集46巻９号2753頁。
(23) 前掲・福岡論文151頁～152頁。簡単な整理と解説は、大久保規子「財務会計行
為と先行行為」『地方自治判例百選第３版』180頁
(24) ちなみに、前掲・福岡論文においても、「財務会計法規」は、手続的・技術的
な狭い意味での財務会計法規のみを意味するものではなく、これらを含むところ
の、財務会計上の行為を行う上で当該職員が職務上負担する行為規範一般を意味す
るものとされている。
(25) LEX/DB文献番号25440131。
(26) LEX/DB文献番号60036073。
(27) LEX/DB速報判例解説・北見宏介「国の負担金納付通知と住民訴訟」（行政法
No.58（文献番号 z18817009-00-020580380））参照。
(28) 民集62巻１号１頁。
(29) LEX/DB文献番号25451541。同判決の TKC速報判例解説・黒川哲志「泡瀬
干潟埋立て公金支出差止住民訴訟控訴審」（環境法No.14（文献番号 z18817009-00
-140140390））。
(30) ちなみに地方自治法２条14項は、自治体が事務処理にあたって、「住民の福祉
の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げる」ことを規定し、地方
財政法４条１項は、予算の執行等にかかわり、自治体の経費は、「その目的を達成
するため必要且つ最少の限度をこえて、これを支出してはならない」と定める。一
般に、「最少経費最大効果原則」といわれる原則である。
住民訴訟における財務会計行為の違法性（白藤) 663
